
伊藤忠グループのサステナビリティ

従来の「CSR推進基本⽅針」と「環境⽅針」をESGの観点より整理・統合し、原点である「三⽅よし」の精神を踏まえた伊藤忠商
事のサステナビリティ推進の⽅向性を「サステナビリティ推進基本⽅針」としています。

方針・基本的な考え方

近江商⼈の経営哲学である「三⽅よし」の精神のもと、グローバルに事業を⾏う伊藤忠グループは、地球環境や社会
課題への対応を経営⽅針の最重要事項のひとつとして捉え、「伊藤忠グループ企業理念」である「豊かさを担う責
任」を果たすべく「伊藤忠グループ企業⾏動基準」に基づいて、持続可能な社会の実現に貢献する。

上記基本理念の下、伊藤忠グループのサステナビリティ推進のために本⾏動指針を定める。

(1) マテリアリティを特定し
て、社会課題の解決に資する
ビジネスの推進

国際社会の⼀員として、⾃社のみならず社会にとっても持続可能な成⻑につな
がる重要課題を選定し、事業活動を通じて企業価値向上を⽬指します。

(2) 社会との相互信頼づくり
開⽰情報を増やし、ステークホルダーとの双⽅向の対話を通じて、社会からの
期待や要請を受けとめ、それらを実践していくことで信頼される企業を⽬指し
ます。

(3) 環境・⼈権に配慮し、持
続可能な資源利⽤に繋がるサ
プライチェーン・事業投資マ
ネジメントの強化

各国法制度及び国際規範を尊重し、⽣活を脅かす環境汚染や⼈権・労働問題の
未然防⽌に努めることはもちろん、気候変動の緩和と適応、⽣物多様性及び⽣
態系の保護など地球環境の保全や⼈権に配慮した事業活動を推進します。

事業投資先や取扱い商品のサプライチェーン上の資源（⼤気、⽔、⼟地、⾷
糧、鉱物、化⽯燃料、動植物等）の利⽤状況及び⼈権・労働への配慮状況の把
握に努め、取引先に当社のサステナビリティに対する考え⽅への理解と実践を
求め、持続可能なバリューチェーン構築を⽬指します。

(4) サステナビリティ推進に
向けた社員への教育・啓発

「サステナビリティを推進するのは社員⼀⼈ひとり」であることから、社員に
対し社会課題解決に関する意識を醸成するための教育・啓発活動を⾏います。

社員⼀⼈ひとりが、国内外の法令諸規則及びその他当社の合意した事項を順守
し、本⽅針に基づき各組織のアクションプランを実⾏することで、本業を通じ
た社会への貢献を⽬指します。

2018年4⽉
代表取締役会⻑CEO

岡藤 正広

伊藤忠グループ「サステナビリティ推進基本方針」

［Ⅰ］基本理念

［Ⅱ］⾏動指針
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創業は、安政5（1858）年、初代の伊藤忠兵衛が滋賀県豊郷村から⻑崎を⽬指し
て⿇布の持ち下りの旅に出たことにさかのぼります。

忠兵衛は、出⾝地である近江の商⼈の経営哲学「三⽅よし」の精神を事業の基盤
としていました。「三⽅よし」は、「売り⼿よし」「買い⼿よし」に加えて、幕
藩時代に、近江商⼈がその出先で地域の経済に貢献し、「世間よし」として経済
活動が許されたことに起こりがあり、「企業はマルチステークホルダーとの間で
バランスの取れたビジネスを⾏うべきである」とする現代サステナビリティの源
流ともいえるものです。初代忠兵衛の座右の銘「商売は菩薩の業、商売道の尊さ
は、売り買い何れをも益し、世の不⾜をうずめ、御仏の⼼にかなうもの」にも、
その精神が現れています。

初代忠兵衛と「三方よし」

初代伊藤忠兵衛
（1842〜1903）

近江商⼈
（近江商⼈博物館提

供）

当時の⼤福帳

初代忠兵衛は明治5（1872）年に「店法」を定め、また、会議制度を採⽤しました。店法とは現代
でいえば経営理念と経営⽅針、⼈事制度、就業規則をあわせたような内規であり、伊藤忠商事の経
営の理念的根幹となっていきました。会議では、忠兵衛⾃らが議⻑を務め、店員とのコミュニケー
ションを重視し、また、利益三分主義 の成⽂化、洋式簿記の採⽤など、当時としては画期的な経
営⽅式を次々取り⼊れるとともに、店主と従業員の相互信頼の基盤をつくりあげ、当時からサステ
ナビリティ経営を実践していました。

※ 利益三分主義︓店の純利益を本家納め、本店積⽴、店員配当の三つに分配するというもので、
店員と利益を分かち合う、まだ封建⾊が濃い時代としては⼤変先進的な考え⽅です

創業時から受け継がれる経営理念の根幹

※

近代設備を完備した本店（⼤正4年）

2018年、伊藤忠商事は創業160周年を迎えることができました。なぜ160年の⻑
きにわたり発展し続けられたか、それは、サステナビリティの源流である、近江
商⼈の経営哲学「三⽅よし」の精神を160年実践してきたからであり、またそれ
と同時に、会社を取り巻く環境が時代とともに変化していく中で、変化を先取り
し、変化をチャンスと捉える社⾵を築いてきたからだと考えています。

伊藤忠商事は創業以来、時代とともに、⼆度の世界⼤戦や激しい景気変動等の厳
しい時代の嵐に翻弄されながらも、⼀貫して、たくましく成⻑してきました。繊維のトレーディング中⼼の商社として出発し、時
代の要請により変化してきた商社の役割とともに、取扱い商品の構成や事業領域も⼤きく変えながら、川上から川下まで、原料か
ら⼩売までとその影響範囲を拡⼤しつつ、総合商社、そして国際総合企業へとその体質を転換しながら発展してきました。

その歴史が160年も続いてきたのは、「三⽅よし」の精神がしっかりと継承されてきたからであり、同時に、時代とともに変化す
る社会の期待に応え、社会から必要とされ続けているからだと確信しています。

160年の歴史とサステナビリティ
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体制・システム

企業理念や外的環境の変化を踏まえた伊藤忠商事のサステナビリティ推進の⽅向性を「サステナビリティ推進基本⽅針（P7）」と
して定め、組織的・体系的に推進しています。また、推進する上で、伊藤忠商事が優先的に解決すべき重要課題として定めたマテ
リアリティを「サステナビリティアクションプラン（P15〜24）」に落とし込み、中期経営計画の⽅針に基づき推進するトレーデ
ィングや事業投資といった事業活動を通じて、課題解決につなげています。

サステナビリティ推進の流れ

伊藤忠商事のサステナビリティ推進
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伊藤忠商事では、全社サステナビリティ推進のための施策は、サステナビリティ推進室が企画・⽴案し、担当役員であるCAOの決
定の下、各組織のESG責任者及び推進担当者が実⾏していきます。また⽅針の策定や重要な案件については主要な社内委員会のひ
とつである「サステナビリティ委員会」で議論・決定しています。サステナビリティ委員⻑は､委員⻑としての役割に加え､取締役
会､HMC及び投融資協議委員会に参加します。サステナビリティ推進の主たる活動状況を定期報告として取締役会へ報告するなど
環境や社会に与える影響も踏まえた意思決定を⾏います。定期的にアドバイザリーボードなど社内外のステークホルダーとの対話
を図ることによって当社に対する社会の期待や要請を把握し、それらをサステナビリティ推進に活かしています。

サステナビリティ推進体制図（2019年度）

2018年度 サステナビリティ委員会

メンバー
委員⻑︓CAO、委員︓業務部⻑、広報部⻑、⼈事・総務部⻑、法務部⻑、サステナビリティ推進室⻑、IR室⻑、
各ディビジョンカンパニー経営企画部⻑、常勤監査役

主な議案 アクションプランレビュー、ISO14001環境マネジメントレビュー、ESG関連対応報告

サステナビリティ推進体制
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取組み：重要課題（マテリアリティ）

2018年4⽉、伊藤忠商事は環境・社会・ガバナンス（ESG）の視点を取り⼊れたサステナビリティ上の重要課題を特定しました。
これらの重要課題に本業を通して取組むことは、Brand-new Deal 2020の⽬指す「新時代“三⽅よし”による持続的成⻑」に通じ
ています。
社会の今と未来に責任を果たす当社のサステナビリティへの取組みは、2015年に国連で採択された、「持続可能な開発⽬標
（SDGs） 」達成にも寄与しています。

サステナビリティ上の重要課題

※

SDGs（Sustainable Development Goals）︓国連加盟国が2015年9⽉に採択した2030年までの持続可能な開発⽬標。※

マテリアリティ選定・レビュープロセス（P13）
マテリアリティごとのリスクと機会（P14）
サステナビリティアクションプラン（P15〜24）

新技術へ積極的に取組み、産業構造の変化に既存ビジネスの枠組みを超えて挑戦することにより、新たな価値創造を⾏います。

技術革新による商いの次世代化

気候変動による事業影響への適応に努めると共に、低炭素社会へ寄与する事業活動の推進や、温室効果ガス排出量削減に取組みま
す。

気候変動への取組み（低炭素社会への寄与）

社員⼀⼈ひとりが誇りとやりがいを持ち、多様性を活かして、能⼒を最⼤限発揮できる環境を整備します。

働きがいのある職場環境の整備
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事業活動を通じた⼈権の尊重と配慮に取組み、事業の安定化を実現すると共に、地域社会の発展に寄与します。

人権の尊重・配慮

すべての⼈のクオリティ・オブ・ライフの向上を⽬指し､健康で豊かな⽣活の実現に貢献します。

健康で豊かな生活への貢献

⽣物多様性等、環境に配慮し、各国の需要に合わせた資源の有効利⽤と安定的な調達・供給に取組むことで、循環型社会を⽬指し
ます。

安定的な調達・供給

取締役会は独⽴した客観的な⽴場から経営に対する実効性の⾼い監督を⾏うと共に、意思決定の透明性を⾼めることにより、適正
かつ効率的な業務執⾏を確保します。

確固たるガバナンス体制の堅持
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取組み：マテリアリティの選定・レビュープロセス

2013年に伊藤忠商事として初めてマテリアリティを特定して以降、国際社会の動向やステークホルダーからの期待等を踏まえ定
期的に⾒直しを実施しており、昨今のSDGsの採択、パリ協定の発効等の社会状及び事業変化を捉え、2018年度スタートの中期経
営計画を機に、7つの重要課題を新たに特定しました。
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取組み：マテリアリティごとのリスクと機会

マテリアリティ リスク 機会

技術⾰新による商いの
次世代化

気候変動への取組み
（低炭素社会への寄与）

移⾏リスク

物理リスク

働きがいのある職場環
境の整備

⼈権の尊重・配慮

健康で豊かな⽣活への
貢献

安定的な調達・供給

確固たるガバナンス体
制の堅持

IoT、AI等、新技術の台頭に伴う既存ビジ
ネスモデルの陳腐化
先進国での⼈⼿不⾜や、効率化が遅れてい
る事業での優秀な⼈材の流出 等

新市場の創出や、⾰新性のあるサービスの
提供
新技術の活⽤による、⼈的資源や物流の最
適化、働き⽅改⾰推進による競争⼒強化 
等

温室効果ガス排出に対する事業規制等によ
る、化⽯燃料需要の減少

異常気象（⼲ばつ、洪⽔、台⾵、ハリケー
ン等）発⽣増加による事業被害 等

気候変動の緩和に寄与する、再⽣可能エネ
ルギーなどの事業機会の増加
異常気象に適応できる供給体制強化等によ
る顧客維持・獲得 等

適切な対応を実施しない場合の、労働⽣産
性の低下、優秀な⼈材の流出、ビジネスチ
ャンスの逸失、健康関連費⽤の増加 等

働きがいのある職場環境の整備による、労
働⽣産性の向上、健康⼒・モチベーション
の向上、優秀な⼈材の確保、変化やビジネ
スチャンスへの対応⼒強化 等

広域化する事業活動での⼈権問題発⽣に伴
う事業遅延や継続リスク
提供する社会インフラサービスの不備によ
る、信⽤⼒低下 等

地域社会との共⽣による、事業の安定化や
優秀な⼈材確保
サプライチェーン⼈権への配慮、労働環境
の改善に伴う、安全かつ安定的な商品供給
体制の構築 等

消費者やサービス利⽤者の安全や健康問題
発⽣時の信⽤⼒低下
政策変更に基づく、市場や社会保障制度の
不安定化による事業影響 等

⾷の安全・安⼼や健康増進の需要増加
個⼈消費の拡⼤やインターネットの普及に
伴う情報・⾦融・物流サービスの拡⼤ 等

環境問題の発⽣及び地域社会と関係悪化に
伴う、反対運動の発⽣による影響
主に⽣活消費分野での低価格化競争の発⽣
による、産業全体の構造的な疲弊 等

新興国の⼈⼝増及び⽣活⽔準向上による資
源需要の増加
環境に配慮した資源や素材の安定供給によ
る、顧客の信頼獲得や新規事業創出 等

コーポレート・ガバナンス、内部統制の機
能不全に伴う事業継続リスク、予期せぬ損
失の発⽣ 等

強固なガバナンス体制の確⽴による意思決
定の透明性の向上、変化への適切な対応、
安定的な成⻑基盤の確⽴ 等
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特定したマテリアリティに資する具体的な取組みとして、事業分野ごとの「サステナビリティアクションプラン」に落とし込みを
⾏っています。それぞれの事業分野において重要なサステナビリティに関する課題とリスクと機会をカンパニーごとに抽出し、中
⻑期的な「コミットメント」、それを達成するための「対応アプローチ」及び「成果指標」を定めた「サステナビリティアクショ
ンプラン」を策定し、対象部署ごとに年2回のレビューミーティングを開催するなどPDCAサイクルシステムに則ってサステナビリ
ティを推進しています。
また、総本社職能部、国内⽀社・⽀店、海外拠点などの組織ごとに、それぞれのビジネスや機能に沿ったサステナビリティアクシ
ョンプランを策定し、事業活動を⽀える基盤をさらに盤⽯にすることを⽬指しています。

取組み：サステナビリティアクションプラン

リスク 機会

SDGs
⽬標

取組むべ
き課題 Co 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

次世代ビ
ジネスの
発掘・推
進

繊維

最先端技
術(IoT)

サプライチェーンの共通
基盤となる⽣産ITインフ
ラを構築し、付加価値向
上と持続可能な産業化の
促進に努めます。

グループの主要拠点に
⽣産ITインフラを導⼊
し、Product Lifecycle
Managementの向上に
寄与。

グループ全体のサプライ
チェーンの可視化によ
り、コスト削減、品質向
上、リードタイム短縮を
実現、市場のニーズに対
応可能な供給体制を構
築。

複数の海外G会社でPLMソ
フトを整備、2019年6⽉よ
り稼働予定。取引先⼯場や
ITC営業課への展開につい
ては2019年度に検討開始予
定。

最先端技
術(ICタ
グﾞ、
RFID、EC
ビジネス)

RFID(Radio Frequency
IDentification)タグ等の
次世代技術を活⽤し、ア
パレル業界のみならず、
付随する物流業界の効率
化に寄与します。

AIを活⽤した⽣産・販
売効率化に加え、RFID
タグの⾐料品業界への
普及を加速させ、取扱
い⾼の増加に努める。

AIの活⽤やRFIDタグの
普及拡⼤によりサプライ
チェーンの⽣産・作業効
率化、トレーサビリティ
の向上、販売⼒強化を実
現。

2018年度のRFIDタグ販売
実績は8700万枚（昨対⽐
24%増）に達した。国内市
場での更なる普及を⽬指
し、⼤⼿の⾹港メーカーと
協業開始。

⾷料
⾷料・⾷
品関連全
般

RPAやAIの積極的な活⽤
による⽣産性の向上・効
率化を⽬指します。

特に労働⼒不⾜が深刻
化しているリテール周
辺分野において、新技
術を導⼊・活⽤するこ
とで社会的な利便性を
維持すると共に、⼈的
資源を新たなサービス
に振り分けることで、
⽣活消費分野における
更なる利便性の向上を
⽬指す。

2018年度︓RPA・AIを
活⽤した業務を試験的に
開始。

⼦会社、関連会社を含めグ
ループ内でRPAを積極的に
導⼊するなどし、⽣産性の
向上・効率化を推進中。

伊藤忠グループの資産と
新技術を融合することに
より、⾰新的なサービ
ス・新規事業の創造を⽬
指します。

リテールビジネス推進
により消費者との接点
を拡⼤し、消費者⾏動
の把握に努めると共
に、グループの幅広い
商品群・機能・ノウハ
ウを組み合わせ、消費
者や地域社会に役⽴つ
独⾃性のある新たな価
値を創造する。

伊藤忠グループが展開す
るリテール事業との連携
により、新商品・新サー
ビスの展開を推進。

UFHDをはじめとしたグル
ープ会社と電⼦マネー等の
新規事業を推進中。

情報
・
⾦融

FinTech、
IoT、AI/
ビジネス
インキュ
ベーショ
ン（ベン
チャー投
資事業)

IoT/AI/FinTech等の新
たな技術⾰新やビジネス
モデルを活かすことで新
産業の創出に挑戦しま
す。

ベンチャー企業の発
掘・提携、並びに新規
事業開発を推進。

新規サービス・事業開発
の実現。

フィンテック、ヘルスケア
分野等において10件超の投
資を実⾏。キャッシュレス
関連新規サービスの実現に
より、宅配事業者の物流効
率や⼩売事業者の店舗運営
効率の改善に貢献。

マテリアリティ別

技術革新による商いの次世代化

IoT、AI等、新技術の台頭に伴う既存ビジネスモデルの陳腐化
先進国での⼈⼿不⾜や、効率化が遅れている事業での優秀な⼈
材の流出 等

新市場の創出や、⾰新性のあるサービスの提供
新技術の活⽤による、⼈的資源や物流の最適化、働
き⽅改⾰推進による競争⼒強化 等
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リスク 機会

移⾏リスク

物理リスク

SDGs
⽬標

取組むべ
き課題 Co 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

気候変動
への取組
み

機械 発電事業全
般

再⽣可能エネルギー発
電と従来型発電のバラ
ンスの取れた電源開発
により、国・地域ごと
に最適化された持続可
能な形でその発展に貢
献します。

国・地域の分析を通じ
て、再⽣可能エネルギ
ー発電の投資機会を積
極的に追求。

2030年度︓再⽣可
能エネルギー⽐率
20%超（持分容量
ベース）を⽬指し、
今後の取組みに反
映。

2018年度、インドネシアにお
けるサルーラ地熱発電事業の最
終号機（3号機）及び佐賀県で
の相知太陽光発電所の商業運転
を開始する等、再⽣可能エネル
ギー由来の発電資産の開発を実
施。

機械 乗⽤⾞・商
⽤⾞販売

電気⾃動⾞（EV）、ハ
イブリッド⾞（HV）等
の導⼊により環境に優
しく、⾼いモビリティ
のある社会を実現しま
す。

EV・HV・環境負荷低
減⾞及び関連部品等の
環境に配慮した⾼効率
製品の取扱いを増やす
ことで環境対策⾞の普
及に貢献。

取引先⾃動⾞メーカ
ーによるEV・HV・
環境負荷低減⾞等の
ラインアップ拡充に
伴う環境に配慮した
製品の販売拡⼤。

国内でEV⼩型トラックの実証
実験取組みに参加。EV普及が
急速に進む中国において2件の
投資を実施。
1) EV商⽤⾞レンタル・メンテ
ナンスサービスの地上鉄租⾞、
2) 中国新興EVメーカーである
智⾞優⾏科技（奇点汽⾞）。

⾦属

エネル
ギー・
化学品

⽯油・ガス
権益､液化
天然ガス
(LNG)プロ
ジェクト

温室効果ガス削減を考
慮した資源の⽣産/供給
を⾏います。

⾼い技術⼒と豊富な経
験を有する優良パート
ナーとの協働による資
源開発案件への取組
み。

化⽯燃料では温室効
果ガスの排出量が少
ないLNGプロジェク
トの参画機会追求。

新規LNGプロジェクトへの参画
について、具体的な協議を開始
している。

⾷料 ⾷糧⽣鮮⾷
品

異常気象による事業へ
の影響を低減すること
で、安定した農作物の
供給を⽬指します。

事業会社と連携し、産
地の分散を実施。

2020年度︓⻘果事
業においてフィリピ
ンに次ぐ産地の開拓
を⽬指す。

2018年度、新規産地候補を選
定。
2019年度以降に具体的に新規
産地において⻘果事業推進予
定。

住⽣活
スラグ等セ
メント代替
品

⼟⽊・建設等に⽋かせ
ないセメントの代替材
として、持続可能な副
産物（スラグ）の利⽤
拡⼤を図ります。

スラグ等副産物の供給
側である製鉄所と需要
側の間で、継続的・安
定的な商流を構築。

継続的かつ安定的な
商流構築を⽬指し、
スラグ事業への出
資・参画等を検討す
ると共に特に発展途
上国での需要創出に
注⼒する。

気候変動への取組み（低炭素社会への寄与）

温室効果ガス排出に対する事業規制等による、化⽯燃料
需要の減少

異常気象（⼲ばつ、洪⽔、台⾵、ハリケーン等）発⽣増
加による事業被害 等

気候変動の緩和に寄与する、再⽣可能エネルギーなどの
事業機会の増加
異常気象に適応できる供給体制強化等による顧客維持・
獲得 等

鉱⼭事業
環境対策
事業
素材関連
事業

環境への影響を充分
に考慮しつつ、エネ
ルギー安定供給とい
う社会的使命・責任
を果たします。
⾃動⾞の軽量化・EV
化関連事業を通じた
温室効果ガス削減に
貢献します。

CCS(CO 貯留)・
CCU(CO 活⽤)等の
温室効果ガス排出削
減に寄与する技術開
発への関与を継続す
る。

2
2

⽯炭ビジネスについ
ては、環境負荷を⼗
分に考慮に⼊れなが
ら慎重に⾒極め、炭
鉱権益については適
切なポートフォリオ
を⽬指す。
⾃動⾞軽量化・EV化
に寄与するビジネス
（アルミ、銅 等）の
取組み強化。

温室効果ガス削減
に寄与する技術へ
の関与による低炭
素社会に向けた貢
献。
低炭素社会への移
⾏含め社会の要請
を充分考慮した、
最適な資産ポート
フォリオの構築。
⾃動⾞軽量化・
EV化に寄与する
ビジネスの実践・
拡⼤。

CCS︓出資する⽇本CCS調査
株式会社や海外のCCS事業者
との⾯談・視察を通じて情報
収集と分析を継続。
CCU︓研究団体に加盟し情報
収集を進めると共に、具体的
な提携案件を推進中。
⽯炭ビジネスの⽅針につい
て、TCFDの提⾔に基づいた
複数のシナリオ分析を⾏うな
ど、検討を実施。
結果として、1) 新規の⼀般
炭事業の獲得は⾏わない、2)
既存保有の⼀般炭権益は国内
外の需要家に対するエネルギ
ー安定供給という社会的要請
に応えつつ、持続可能な社会
の発展に貢献すべく継続して
レビューする、との⽅針を
2019年2⽉に公表。
⾃動⾞⽤アルミ鋳造・ダイカ
スト原料の2018年度取扱⾼
は2017年度⽐6%増。⾃動⾞
軽量化に寄与。

発展途上国への取引数量は前
年⽐50%増の⾒通し。
スラグ事業への出資・参画は
継続協議中。
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リスク 機会

SDGs
⽬標

取組むべき
課題 Co 事業

分野 コミットメント 具体的対応
アプローチ 成果指標（単体） 進捗度合

働き⽅改⾰
を通じた業
務効率化と
⻑時間労働
の是正

総本社 ⼈事

メリハリのある働
き⽅を推進し、総
労働時間を削減す
ることで労働⽣産
性及び社員エンゲ
ージメントの向上
を⽬指します。

＜伊藤忠商事単体＞

＜伊藤忠グループ＞

＜伊藤忠商事単体＞

従業員の健
康⼒強化 総本社 ⼈事

社員⼀⼈ひとりの
健康⼒を増進し、
個の⼒をより⼀層
発揮できる環境を
整備していきま
す。がん・⻑期疾
病を抱える社員に
対する両⽴⽀援体
制の構築を通じ、
⽀え合う⾵⼟を醸
成します。

社員の持続
的な能⼒開
発

総本社 ⼈事

時代の変化及びビ
ジネスニーズに応
じたグローバルベ
ースでの研修プロ
グラムを開発し、
また研修プログラ
ムを活⽤し優秀な
⼈材を継続的に輩
出します。

2018年度エンゲージメントサ
ーベイの「教育・研修」項⽬の
肯定的回答率は71%。

働きがいのある職場環境の整備

適切な対応を実施しない場合の、労働⽣産性の低下、優
秀な⼈材の流出、ビジネスチャンスの逸失、健康関連費
⽤の増加 等

働きがいのある職場環境の整備による、労働⽣産性の向
上、健康⼒・モチベーションの向上、優秀な⼈材の確
保、変化やビジネスチャンスへの対応⼒強化 等

朝型勤務の推進。
社員の勤務状況の定期的な
モニタリングを実施。
RPAをはじめとしたITツー
ル活⽤による業務⾃動化推
進、モバイルワークの推
進。
業務効率化プロジェクトを
組織単位で推進。

伊藤忠グループでの効率的
な働き⽅及び適正な労働時
間管理、教育・啓蒙活動。

2020年度︓年間平
均残業時間を朝型
勤務導⼊前⽐10%
以上減。
2020年度︓20時以
降退館者数5%以
下。
2020年度︓精勤休
暇取得率70%以
上。
エンゲージメント
サーベイによる
「社員エンゲージ
メント」項⽬の肯
定的回答率が70%
以上。

年間平均残業時間 朝型勤務
導⼊前⽐11%減（2017年
度）。
20時以降退館者数
5%（2017年度）。
精勤休暇取得率66%（2017
年度）、36%（2018年度上
期）。
RPAは2018年度約100シナリ
オを完了予定。データ分析ツ
ール（HANABI）も導⼊。
2018年度は3部⾨（⽣鮮⾷品
部⾨、⾃動⾞・建機・産機部
⾨、ファッションアパレル部
⾨）にてBPR（業務改善）を
組織単位で実⾏予定。
2018年度エンゲージメント
サーベイによる「社員エンゲ
ージメント」項⽬の肯定的回
答率は76%。

定期健康診断の100%受診
継続。
充実した社内診療所及び社
員⼀⼈毎の専属医療⽀援体
制の整備。
がんとの両⽴⽀援策の推
進。
社員⾷堂での健康メニュー
の提供。
禁煙治療補助プログラムの
推進。
社員向け健康管理サイト
『Re:body』の活⽤及び⽣
活習慣病予備軍向けの特別
プログラムの継続実施。

定期健康診断受診
率100%。
2020年度︓健康⼒
指数（BMI等）の
2016年度⽐改善。
2020年度︓がん・
⻑期疾病による離
職率0%。
2020年度︓ストレ
スチェックによる
⾼ストレス者⽐率
5%以下。

定期健康診断受診率︓2017
年度100%。
健康⼒指数（BMI等）の
2010年度⽐改善率︓2017年
度▲3.1%。
がんとの両⽴⽀援︓がん・⻑
期疾病による離職率0%継
続。2018年度より「病気と
仕事との両⽴」を業績評価指
標に反映。
ストレスチェック⾼ストレス
者⽐率︓2018年度3.1%。
『Re:Body』活⽤︓⽣活習慣
病予備軍向け特別プログラム
継続実施（2018年度117名
参加）。全社ウォーキングイ
ベント実施。

すべての階層での研修プロ
グラムの継続的な開発と実
施。
海外実習⽣派遣・語学研修
⽣派遣の継続・強化。
定期的なローテーションに
よる多様なキャリアパス・
職務経験の付与。
⼈材アセスメント、キャリ
アビジョン研修、キャリア
カウンセリング制度・体制
等の充実による、社員個⼈
のキャリア意識の醸成。

2020年度︓年間
E&D費10億円超。
エンゲージメント
サーベイによる
「教育・研修」項
⽬の肯定的回答率
が60%以上。
2020年度︓⼊社8
年⽬までの総合
職、ビジネスレベ
ルの英語スキル修
得率100%。
2020年度︓⼊社8
年⽬までの総合
職、海外派遣率
80%以上。
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SDGs
⽬標

取組むべき
課題 Co 事業

分野 コミットメント 具体的対応
アプローチ 成果指標（単体） 進捗度合

多様な⼈材
が活躍する
環境の整備

総本社 ⼈事

年齢、性別、国籍
等、あらゆる差別
を禁⽌し⼈権を尊
重します。育児・
介護・疾病等を理
由として勤務時間
等に制限のある社
員も活躍できる環
境を整備していき
ます。

リスク 機会

SDGs
⽬標

取組むべき
課題 Co 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

⼈権・環境
に配慮した
サプライチ
ェーンの確
⽴

繊維
サプライチ
ェーンマネ
ジメント

グループ全体で情報
共有を進め、安全・
安⼼なサプライチェ
ーンを構築すること
で顧客のリスク低減
に寄与し、持続可能
な経済成⻑に貢献し
ます。

グループ全体でサプ
ライチェーンの社会
的・環境的な安全性
を⾒直し、必要に応
じて整備を進め、安
全・安⼼な商品供給
体制の構築を推進。

2023年度︓原材料調
達から販売に⾄るグ
ループ全体のサプラ
イチェーン整備・可
視化を実現し、責任
ある調達⽅針を徹
底。

ESGの観点からサプライヤー
を調査するサステナビリティ
調査を2018年度は50社に対
して実施。2019年度は80社
へ対象を増やし、健全なサプ
ライチェーン確⽴に向け継続
実施予定。

⽔・衛⽣イ
ンフラの整
備

機械 ⽔/環境プ
ロジェクト

⽔・廃棄物の適切な
処理、有効利⽤を通
じて、衛⽣環境の向
上、経済活動の発
展、及び地球環境保
全に寄与します。

⽔・環境事業の拡⼤
を通じ、⽔の適切な
利⽤・処理及び資源
の有効活⽤を促進、
環境負荷を低減。

⽔・環境分野の投資
ポートフォリオの拡
⼤と多様化。

⽔分野
英国・スペインにて、⽔道サ
ービス事業、豪州・オマーン
にて海⽔淡⽔化事業を保有。
2018年にオマーン海⽔淡⽔
化事業の商業運転開始。引き
続き海⽔淡⽔化や上下⽔事業
の拡⼤に向け取組みを推進。

環境分野
英国にて、廃棄物焼却処理・
発電事業を4案件保有。2017
年受注のベオグラード廃棄物
焼却処理・発電事業早期ファ
イナンスクローズに向け取組
み実施中。

⼈権・環境
に配慮した
サプライチ
ェーンの確
⽴

機械
電⼒・プラ
ントプロジ
ェクト全般

サプライチェーン・
事業投資先における
すべてのステークホ
ルダーの、クオリテ
ィ・オブ・ライフ向
上に寄与します。

該当事業固有の特性
を踏まえた、仕⼊
先、事業投資関係先
への社会的・環境的
な安全性に関する
Due Dilligenceのル
ール設定、実施、並
びに継続的なモニタ
リング強化。

2019年度︓すべての
新規開発案件におい
て左記Due Diligence
の実施を⽬指す。

新規投資を⾏う全ての開発案
件において全社ESGチェック
リストを⽤い社会的責任に関
するガイドラインにおける7
つの中核主題（組織統治、⼈
権、労働慣⾏、環境、公正な
事業慣⾏、消費者課題、コミ
ュニティ参画及び開発）につ
き確認を実施。

公平な採⽤、登⽤の継続。
互いが尊重し⽀え合う職場
⾵⼟作り。
障がい者の労働環境に対す
る合理的配慮。
LGBTへの対応及び社員教
育の実施。
社内託児所、介護⽀援サー
ビスの拡充。
社員のライフステージ・キ
ャリアに応じた個別⽀援の
拡充。
モバイルワークを活⽤する
ことでの柔軟な働き⽅の推
進。
65歳超のシニア⼈材の活
躍⽀援。

2020年度︓総合職
に占める⼥性総合
職⽐率10%。
2020年度︓指導的
地位に占める⼥性
総合職⽐率10%。
2020年度︓障がい
者雇⽤率2.3%。

総合職に占める⼥性総合職⽐
率9.5%（2019年1⽉時
点）。
指導的地位に占める⼥性総合
職⽐率7.7%超（2019年1⽉
時点）。
公益財団法⼈東京都⼈権啓発
センターの講師による⼈権啓
発研修を実施し、公平な採⽤
選考の継続に向けて社内で情
報共有（2018年7⽉）。
障がい者雇⽤率︓2019年1⽉
時点2.19%。

人権の尊重・配慮

広域化する事業活動での⼈権問題発⽣に伴う事業遅延や
継続リスク
提供する社会インフラサービスの不備による、信⽤⼒低
下 等

地域社会との共⽣による、事業の安定化や優秀な⼈材確
保
サプライチェーン⼈権への配慮、労働環境の改善に伴
う、安全かつ安定的な商品供給体制の構築 等
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SDGs
⽬標

取組むべき
課題 Co 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

労働安全・
衛⽣・環境
リスクに配
慮した、ま
た地域社会
へ貢献する
持続可能な
鉱⼭開発

⾦属 鉱⼭事業

地域社会・
環境に配慮
したエネル
ギー資源開
発体制の確
⽴

エネル
ギー・
化学品

⽯油・ガス
開発

社会・環境に配慮し
たエネルギー探鉱・
開発事業の推進によ
り、地域社会の発展
に寄与します。

各国政府や国際的管
理主体の管理基準に
沿った事業の推進。

⼈権・環境
に配慮した
サプライチ
ェーンの確
⽴

⾷料 ⾷糧

第三者機関の認証や
取引先メーカー独⾃
の⾏動規範に準拠し
た形での調達体制の
整備を⾏います。

パーム油について
は、取引先状況や業
界トレンドを踏まえ
た上で、商社業界団
体とも連携を取りな
がら持続可能なパー
ム油調達の⽬標設定
の検討を進める。

2025年までにパーム油を持
続可能なパーム油
(RSPO/MSPO/ISPO等)に切
り替えることを⽬標に掲げ、
業界トレンドや取引先状況を
踏まえた上で、業界団体と協
⼒し、調達及び供給体制の構
築に取組み中。

安定した⽣
産活動に専
念できる環
境の提供

住⽣活 建設

⼊居企業が安定した
⽣産活動に専念でき
る良質な⼯業団地の
運営を⾏います。

⼯業団地内のインフ
ラ設備やサービス体
制の更なる改善、及
び多様な地域貢献活
動を継続実施。

カラワン⼯業団地におい
て、以下取組みを継続実
施。

神宮外苑地
区のまちづ
くり

総本社

神宮外苑地
区市街地再
開発事業へ
の参画によ
る東京本社
建替

スポーツ、⽂化、交
流を核とした賑わい
のある複合型のまち
づくりの実現を通じ
て地域貢献に取組み
ます。

再開発検討における
ステークホルダーと
の適切なコミュニケ
ーション及び許認可
取得。

企画提案書、施⾏許
認可申請、再開発施
⼯認可などの必要な
申請提出・許認可の
取得。

※新規コミットメントの為、
レビューは次年度以降⾏いま
す。

環境・衛⽣・労働
安全（EHS）や地
域住⺠との共⽣に
⼗分配慮し、持続
可能な鉱⼭事業を
推進します。
地域社会への医
療、教育等に貢献
します。

EHSガイドライン
の運⽤並びに社員
教育を徹底。
地域社会への医
療・教育寄付、地
域インフラ整備等
の貢献。

毎年EHS社内講習
会を開催しEHSガ
イドラインを周知
徹底。
地域社会への医
療・教育寄付、地
域インフラ整備の
実施。

主管者や事業投資に従事す
る課に属するカンパニー員
を中⼼に、EHS社内講習会
を実施。 対象者の受講率は
100%。
EHSガイドラインの運⽤に
関しては、新規1プロジェ
クト、既存5プロジェクト
に対して、チェックシート
を⽤いた確認作業を⾏い、
フォロー項⽬を設定。
出資する各プロジェクトに
おいて、地域社会への貢献
活動を実施。
独⾃の取組みとしては、豪
州の事業会社ITOCHU
Minerals & Energy
Australia Pty Ltdが鉄鉱⽯
積出港周辺のコミュニティ
ーにおける市⺠表彰に協賛
する等の活動を実施。

各国政府・管理主
体のHSE（Health,
Safety and
Environment）管
理基準を適切に遵
守。
重⼤な⼈的被害及
び周辺に影響を及
ぼすHSE重⼤事案
の削減。

各国政府・管理主体のHSE
管理基準を適切に遵守して
いる。
社内規程に則り事案発⽣件
数・深刻度・内容を⽉次管
理している。（今年度は
2019年2⽉末⽇時点で、操
業上の重⼤な事案は発⽣な
し。）

コーヒー⾖につい
ては、中南⽶にお
いて取引先メーカ
ー独⾃の⾏動規範
に準拠した調達を
開始。
パーム油の第三者
認証団体である
RSPOの会議への参
加、RSPO認証油の
供給を開始。

電⼒供給、⼯業⽤
⽔/廃⽔処理等の設
備や、警備・防⽕
体制等、安全、安
⼼かつ環境に配慮
したインフラの整
備・改善。
企業誘致による雇
⽤創出に加え、地
域に根差した貢献
活動を推進。

安⼼・安全かつ環境に配慮
したインフラの整備やサー
ビス体制の提供。
近隣地域への貢献活動。
1) 乳幼児健康連絡所開設⽀
援、離乳⾷⽀給、助産師向
け医療機器提供
2) 中⾼⽣への奨学⾦の給付
3) ⾃治体への苗⽊の寄贈・
植林、農業公園設置
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リスク 機会

SDGs
⽬標

取組むべき
課題 Co 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

⼈々の健康
増進

機械

先端医療機
器販売・医
療サービス
提供

技術⾰新が速い医療
分野において、先端
医療機器と、⾼度医
療サービスにて、ク
オリティ・オブ・ラ
イフ向上を⽬指しま
す。

MRI搭載放射線治療
機等、⾼度医療機器
販売、地域拠点病院
運営サポートビジネ
スを推進。

MRI搭載放射線
治療機等、⽇本
における⾼度医
療機器の普及率
増。

2017年3⽉の国⽴がん研究センタ
ー中央病院に次ぎ2018年8⽉より
江⼾川区⼩岩の江⼾川病院で国内2
施設⽬として放射線治療装置を納
⼊、稼働開始。がんセンターと共同
研究を推進、⽇本標準の治療法を確
⽴し装置の強い放射線を安全に照射
できる特徴を⽣かし、膵臓がんなど
の⽣存率改善に貢献を狙う。

エネル
ギー・
化学品

医薬品

がん分野を含む⼤き
なニーズが存在する
分野での医薬品等の
展開を加速し、⼈々
の健康増進に寄与す
ると共に、働きやす
い社会形成へ貢献し
ます。

新規医薬品等の開発
サポート及び販売を
積極的に推進。

開発サポート中
の各種新薬等の
アジア・北⽶で
の早期承認取
得、上市を⽬指
す。

情報・
⾦融

ICTと⾼品質な専⾨
⼈材サービスを提供
することにより、医
薬・医療の発展と
⼈々のクオリティ・
オブ・ライフの向上
に貢献します。

健康診断やウェアラ
ブル端末・体重体組
成計から得られる健
康データの保管・活
⽤。

2020年度︓健康
データ管理対象
者数100万⼈。

健康データ管理対象者数は順調に増
加しており、2018年度末に70万⼈
を⾒込む。バイタルデータの⾒える
化を進め、健康意識の向上を図るこ
とにより、⼈々の健康増進に寄与。

安全・安⼼
な⾷料・⾷
品の供給

⾷料 ⾷料・⾷品
関連全般

安全・安⼼な⾷料・
⾷品を安定的に製
造・供給出来るサプ
ライヤーからの、仕
⼊の選択と集中を⾏
います。

FSMS(⾷品安全管
理システム)の審査
に関する国際認証資
格保有者を増強し、
サプライヤー選定を
⾏うための審査員の
⼒量向上を図る。

伊藤忠商事⾷品
安全管理組織を
中⼼に、各営業
部署への左記審
査員の適切配置
を進める。

2018年度におけるFSMS審査員補
資格取得者3名増。次年度も同数程
度の増員を⾒込む。

消費⾏動の
変化に適応
した流通網
の確⽴

住⽣活 物流

新興国のeコマース
市場拡⼤に伴う流通
変⾰に適応した物流
サービスを提供しま
す。

eコマースを活⽤し
た販売事業者に対し
て、付加価値の⾼い
物流サービスを構築
し、運営推進。

新興国のeコマー
ス物流市場にお
ける商品取扱量
の拡⼤を⽬指
す。

産業・物
流・交通・
インフラの
整備

情報・
⾦融

ICT/通信イ
ンフラ構築
事業

ICTソリューション
の提供を通じて、安
全・安⼼且つ利便性
の⾼い社会インフラ
の実現に寄与しま
す。

新商品・サービスの
ソーシング（発掘・
調達）機能を発揮す
ることで、ICTソリ
ューションの付加価
値化を追求。

ソーシング先の
拡⼤。

システム管理分野等において新たに
5社のソーシング先を開拓。情報セ
キュリティを強化するICTソリュー
ションを提供し、安全・安⼼且つ利
便性の⾼い社会インフラの実現に貢
献。

⾦融サービ
スの提供

情報・
⾦融

国内外リテ
ールファイ
ナンス事業

リテールファイナン
ス市場の拡⼤・市場
創造に取組み、個⼈
への資⾦提供を⾏
い、豊かな⽣活の実
現に貢献します。

新たなエリアでの取
組みを含む顧客数と
貸出残⾼の拡⼤。

顧客数と貸出残
⾼の拡⼤。

新たにフィリピンでリテールファイ
ナンス事業、インドネシアでP2Pレ
ンディング事業への取組みを開始。
既存事業の成果指標においても貸出
残⾼を拡⼤。

健康で豊かな生活への貢献

消費者やサービス利⽤者の安全や健康問題発⽣時の信⽤
⼒低下
政策変更に基づく、市場や社会保障制度の不安定化によ
る事業影響 等

⾷の安全・安⼼や健康増進の需要増加
個⼈消費の拡⼤やインターネットの普及に伴う情報・⾦
融・物流サービスの拡⼤ 等

事業会社にて⽇本国内における医
療機器製造販売承認を取得してい
た疼痛緩和⼝腔⽤液（がん等の化
学医療及び放射線治療による⼝内
炎⽤）の販売が、2018年5⽉に開
始された。また、同薬の中国にお
ける医療機器輸⼊販売承認を
2019年2⽉に取得した。
事業会社を通じて疼痛緩和剤の北
⽶FDA承認を2018年2⽉に取得
後、北⽶での本格販売を開始し
た。

医薬品開
発⽀援事
業
個⼈向け
健康管理
ソリュー
ション事
業

中国における伊藤忠物流（中国）
有限公司の2018年度EC物流取扱
量は、オーダー数ベースで前年⽐
20%増の⾒通し。
中国で展開しているEC物流ビジ
ネスモデルをインドにて取組みを
開始。インドネシアでも取組みを
検討中。
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SDGs
⽬標

取組むべき
課題 Co 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

地域社会・
環境に配慮
したエネル
ギー利⽤

総本社

地域熱供給
環境に配慮したエネ
ルギーの⾯的利⽤の
取組を推進します。

神宮外苑地区におけ
る近隣ステークホル
ダーとの適切なコミ
ュニケーション。

再開発における
具体的エネルギ
ー計画を記載し
た「企画提案
書」の東京都へ
の提出。

※新規コミットメントの為、レビュ
ーは次年度以降⾏います。

エネル
ギー・
化学品

神宮外苑地区に
おける地域熱供
給の安定的な操
業維持と、近隣
地域への熱供給
の普及推進を⾏
う。

※新規コミットメントの為、レビュ
ーは次年度以降⾏います。

リスク 機会

SDGs
⽬標

取組むべき
課題 Co 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

産業資源・
素材の安定
供給

繊維

リサイクル
繊維など環
境配慮素材
（サステナ
ブル素材）

リサイクル繊維事業
への取組みを早期に
進め、新たな事業創
出のみならず世界的
なアパレルの廃棄問
題の解決や⽯油由来
原料の削減に貢献し
ます。

リサイクル繊維事業
へ積極的に取組み、
業界を主導してサス
テナブル原料の使⽤
を推進。

リサイクル繊維ビ
ジネスを早期に事
業化。サステナブ
ル素材の取扱い⽐
率を上昇。

サステナブル原料を軸とした、
原料から製品までのサプライチ
ェーン強化に向け、リヨセルや
再⽣ポリエステルサプライヤー
への出資参画案件を複数実⾏
し、順調に推移。

⾦属 鉱⼭事業

産業に不可⽋な原
料・燃料の安定供給
体制を維持・発展さ
せ、素材・エネルギ
ー産業の安定的な操
業に貢献します。

原料・燃料の安定供
給の基盤となる優良
権益の拡充。

既存優良鉱⼭事業
の維持・拡⼤と次
世代に繋がる優良
権益の獲得。

持続可能な
ライフスタ
イルを実現
する商品の
提供

繊維
ブランドマ
ーケティン
グビジネス

マーケティングカン
パニーとしての強み
を活かし、サステナ
ブルなライフスタイ
ルの認知向上に寄与
します。

ブランドビジネスを
通じたエシカルでサ
ステナブルなライフ
スタイルの啓発を⾏
い、繊維業界全体だ
けでなく消費者の意
識向上を促進。

2020年度︓新規
ブランドとの取組
みを実現。持続可
能なライフスタイ
ルの理解浸透向
上。

エシカルなライフスタイルを訴
求する新規ブランドの成約には
⾄らなかったが、市場のニーズ
はあり、実現に向けて継続ワー
ク中。

持続可能な
森林資源の
利⽤

住⽣活

環境への影響を軽減
し温室効果ガスの増
加を防ぐため、持続
可能な森林資源を取
扱います。

2025年度︓認証
材、または⾼度な
管理が確認できる
材の取扱い⽐率
100%を⽬指す。

引き続き、サプライヤーに対
し以下を実施。

安定的な調達・供給

環境問題の発⽣及び地域社会と関係悪化に伴う、反対運
動の発⽣による影響
主に⽣活消費分野での低価格化競争の発⽣による、産業
全体の構造的な疲弊 等

新興国の⼈⼝増及び⽣活⽔準向上による資源需要の増加
環境に配慮した資源や素材の安定供給による、顧客の信
頼獲得や新規事業創出 等

既存優良鉱⼭事業の維持・拡
⼤を⽬的とし、パートナーの
BHP社と⻄豪州サウス・フラ
ンク鉄鉱⼭の開発を決定。
2021年から25年以上にわたる
操業が可能な優良鉱区。
次世代に繋がる優良権益の獲
得の為に、原料炭や銅の探鉱
案件に参画・推進。

⽊材
パルプ
チップ

認証未取得サプラ
イヤーに対する取
得要請を継続。
サプライヤーへの
サステナビリティ
調査、及び訪問を
実施。

第三者機関による「⽊材トレ
ーサビリティ証明」の対象と
なる商品の取扱い拡⼤。
個別に現地調査を実施し、証
憑によりトレーサビリティを
確認。
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SDGs
⽬標

取組むべき
課題 Co 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

天然ゴムの
持続可能な
供給の実現

住⽣活 天然ゴム

保護地域、泥炭地域
の開発、及び先住⺠
からの⼟地強奪等に
関わるサプライヤー
の特定に取組み、当
該サプライヤーから
の調達を防⽌しま
す。

原料収穫地が不透明
な原料調達サプライ
チェーンを透明化す
べく、トレーサビリ
ティ・システムを構
築する

天然ゴム加⼯事業
でトレーサビリテ
ィ、サステナビリ
ティが確保された
原料調達を⽬指
す。

※新規コミットメントの為、レ
ビューは次年度以降⾏います。

⼈権・環境
に配慮した
サプライチ
ェーンの確
⽴

繊維
サプライチ
ェーンマネ
ジメント

グループ全体で情報
共有を進め、安全・
安⼼なサプライチェ
ーンを構築すること
で顧客のリスク低減
に寄与し、持続可能
な経済成⻑に貢献し
ます。

グループ全体でサプ
ライチェーンの社会
的・環境的な安全性
を⾒直し、必要に応
じて整備を進め、安
全・安⼼な商品供給
体制の構築を推進。

2023年度︓原材
料調達から販売に
⾄るグループ全体
のサプライチェー
ン整備・可視化を
実現し、責任ある
調達⽅針を徹底。

ESGの観点からサプライヤーを
調査するサステナビリティ調査
を2018年度は50社に対して実
施。2019年度は80社へ対象を増
やし、健全なサプライチェーン
確⽴に向け継続実施予定。

労働安全・
衛⽣・環境
リスクに配
慮した、ま
た地域社会
へ貢献する
持続可能な
鉱⼭開発

⾦属 鉱⼭事業

⼈権・環境
に配慮した
サプライチ
ェーンの確
⽴

⾷料 ⾷糧

第三者機関の認証や
取引先メーカー独⾃
の⾏動規範に準拠し
た形での調達体制の
整備を⾏います。

パーム油について
は、取引先状況や
業界トレンドを踏
まえた上で、商社
業界団体とも連携
を取りながら持続
可能なパーム油調
達の⽬標設定の検
討を進める。

2025年までにパーム油を持続可
能なパーム油
(RSPO/MSPO/ISPO等)に切り替
えることを⽬標に掲げ、業界ト
レンドや取引先状況を踏まえた
上で、業界団体と協⼒し、調達
及び供給体制の構築に取組み
中。

環境・衛⽣・労働
安全（EHS）や地
域住⺠との共⽣に
⼗分配慮し、持続
可能な鉱⼭事業を
推進します。
地域社会への医
療、教育等に貢献
します。

EHSガイドライン
の運⽤並びに社員
教育を徹底。
地域社会への医
療・教育寄付、地
域インフラ整備等
の貢献。

毎年EHS社内講
習会を開催し
EHSガイドライ
ンを周知徹底。
地域社会への医
療・教育寄付、
地域インフラ整
備の実施。

主管者や事業投資に従事する
課に属するカンパニー員を中
⼼に、EHS社内講習会を実
施。 対象者の受講率は
100%。
EHSガイドラインの運⽤に関
しては、新規1プロジェクト、
既存5プロジェクトに対して、
チェックシートを⽤いた確認
作業を⾏い、フォロー項⽬を
設定。
出資する各プロジェクトにお
いて、地域社会への貢献活動
を実施。
独⾃の取組みとしては、豪州
の事業会社ITOCHU Minerals
& Energy Australia Pty Ltdが
鉄鉱⽯積出港周辺のコミュニ
ティーにおける市⺠表彰に協
賛する等の活動を実施。

コーヒー⾖につい
ては、中南⽶にお
いて取引先メーカ
ー独⾃の⾏動規範
に準拠した調達を
開始。
パーム油の第三者
認証団体である
RSPOの会議への
参加、RSPO認証
油の供給を開始。
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リスク 機会

SDGs
⽬標

取組むべき
課題 Co 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

コンプライ
アンスの遵
守徹底

総本社 コンプライ
アンス

いかなる時でもコン
プライアンスを遵守
することが会社・社
会への貢献であると
いう社員の意識を更
に醸成します。

定期的な意識調査や
現場訪問等を通し
て、各現場の声に⽿
を傾け、課題を抽出
し、課題克服のため
の諸施策を構築、実
施。

変化するリスク、社
会からの要請及び現
場での課題に対応し
た諸施策のモニタリ
ングを実施すると共
に、教育・啓蒙内容
を常に充実させ、巡
回研修等を通じて直
接社員へ訴えかける
ことの継続。

持続可能な
成⻑を実現
するガバナ
ンス体制の
維持・強化

総本社

コーポレー
ト・ガバナ
ンス

独⽴した客観的な⽴
場から、経営に対す
る実効性の⾼い監督
を⾏うと共に、意思
決定の透明性を⾼
め、また適正かつ効
率的な業務執⾏を確
保することにより、
持続的な成⻑と中⻑
期的な企業価値の向
上を⽬指します。

各年の取締役会評価
を通じて、取締役会
の監督機能強化に向
けた施策を継続的に
実施。

リスクマネ
ジメント

損失の危険の管理や
企業集団の業務の適
正を確保する為、グ
ループリスクマネジ
メント体制を構築
し、継続的な維持を
実施します。

社内委員会・リスク
管理部署の設置、各
種規定・基準等の設
定や報告・監視体制
等のリスク管理体制
の整備、有効性を定
期的にレビューす
る。

リスク管理責任部署
によるアクションプ
ランの策定と実⾏、
社内委員会によるモ
ニタリング＆レビュ
ーといったPDCAサ
イクルを確⽴するこ
とで、中⻑期的に強
固なガバナンス体制
を堅持。

確固たるガバナンス体制の堅持

コーポレート・ガバナンス、内部統制の機能不全に伴う
事業継続リスク、予期せぬ損失の発⽣ 等

強固なガバナンス体制の確⽴による意思決定の透明性の
向上、変化への適切な対応、安定的な成⻑基盤の確⽴ 
等

2017年度に実施した意識調査の
結果を踏まえ、単体及びグルー
プ会社における状況・課題につ
き、全カンパニーのプレジデン
トと意⾒交換を実施。
2018年5⽉に、単体の全社員を
対象に独占禁⽌法に関するeラー
ニングを実施。また、単体にお
いては2017年度に独禁法等遵守
基本規程を制定済であり、導⼊
後1年経過を踏まえ運⽤に関わ
るモニタリングを2018年10-12
⽉で実施。主要グループ会社に
対しても同様の規程を導⼊する
よう依頼中（2018年度中に導⼊
完了予定）。
2018年度の巡回研修実施状況は
以下の通り（2019年2⽉28⽇時
点）。
単体向け︓実施回数42回、出席
者数 1,265名。
グループ会社向け（91社を対象
に実施）︓実施回数177回、出
席者数 10,246名。

当社独⽴性判断基
準を満たす⾼い独
⽴性を有し、各分
野における⾼い⾒
識をもって当社の
経営に貢献するこ
とが期待される、
複数の社外取締役
を選任。
中⻑期的な業績の
向上と、企業価値
の増⼤への貢献意
識を⾼めることの
できる、透明性・
客観性の⾼い役員
報酬制度を継続。

社外取締役⽐率を「常時」3分
の1以上とすることを決定。
2018年度取締役会評価を実施、
2019年4⽉公表。

各リスク管理責任職能部署によ
る2018年上期のアクションプラ
ンに対する進捗状況のレビュー
を実施。当該期間に発⽣した事
象に対する対応等含め、リスク
管理体制は機能している旨、統
合RM部が取り纏めて2018年10
⽉の内部統制委員会に報告し、
報告了承取得済み。
尚、2018年度下期のレビュー及
び2019年度のアクションプラン
については2019年上期開催予定
の同委員会に報告予定。
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⽬標1︓あらゆる場所で、あらゆる形態の貧困に終⽌符を打つ

⽬標2︓飢餓に終⽌符を打ち、⾷料の安定確保と栄養状態の改善を達成すると共に、持続可能な農業を推進する

⽬標3︓あらゆる年齢のすべての⼈々の健康的な⽣活を確保し、福祉を推進する

⽬標4︓すべての⼈々に包摂的かつ公平で質の⾼い教育を提供し、⽣涯学習の機会を促進する

⽬標5︓ジェンダーの平等を達成し、すべての⼥性と⼥児のエンパワーメントを図る

⽬標6︓すべての⼈々に⽔と衛⽣へのアクセスと持続可能な管理を確保する

⽬標7︓すべての⼈々に⼿ごろで信頼でき、持続可能かつ近代的なエネルギーへのアクセスを確保する

⽬標8︓すべての⼈々のための持続的、包摂的かつ持続可能な経済成⻑、⽣産的な完全雇⽤及びディーセント・ワークを
推進する

⽬標9︓レジリエントなインフラを整備し、包摂的で持続可能な産業化を推進すると共に、イノベーションの拡⼤を図る

⽬標10︓国内及び国家間の不平等を是正する

⽬標11︓都市と⼈間の居住地を包摂的、安全、レジリエントかつ持続可能にする

⽬標12︓持続可能な消費と⽣産のパターンを確保する

⽬標13︓気候変動とその影響に⽴ち向かうため、緊急対策を取る

⽬標14︓海洋と海洋資源を持続可能な開発に向けて保全し、持続可能な形で利⽤する

⽬標15︓陸上⽣態系の保護、回復及び持続可能な利⽤の推進、森林の持続可能な管理、砂漠化への対処、⼟地劣化の阻
⽌及び逆転、ならびに⽣物多様性損失の阻⽌を図る

⽬標16︓持続可能な開発に向けて平和で包摂的な社会を推進し、すべての⼈々に司法へのアクセスを提供すると共に、
あらゆるレベルにおいて効果的で責任ある包摂的な制度を構築する

⽬標17︓持続可能な開発に向けて実施⼿段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

SDGs（持続可能な開発目標∕SustainableDevelopmentGoals）
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取組み：サステナビリティアドバイザリー

サステナビリティアドバイザリーボード2018

伊藤忠商事の経営幹部と外部ステークホルダーがサステナビリティについて対話
を⾏うサステナビリティアドバイザリーボード（旧CSRアドバイザリーボード）
を1⽉10⽇東京本社で開催致しました。サステナビリティアドバイザリーボード
は、伊藤忠商事のビジネスが多様化・広域化する中で、外部ステークホルダーと
の対話を通じ、⽬指すサステナビリティの⽅向性と社会のニーズとの合致を確認
し、サステナビリティ推進に活かすことを⽬的として設置したものです。
2018年度は、「気候変動」を取り巻く国際社会の最新動向に詳しい有識者3名を
迎えて、当⽇は産学官のそれぞれ異なった⽴場から「気候変動対応に資する商社
ビジネスのあり⽅」を主テーマに、社会への影響や他企業の動向なども踏まえた
率直な提⾔をいただくなど、忌憚のない意⾒交換が⾏われました。「次にどうい
うビジネスモデルを⽬指すのかを考え、⻑期的視点で提案していくことが⼤事。
商社だからこそ、それができる」など、伊藤忠への期待とともにいただいたご意
⾒を、今後の全社的なサステナビリティ推進へ反映させてまいります。

2018年度

気候変動

2017年度

「サステナビリティ上の重要課題（マテリアリティ）」の⾒直し
サステナビリティに関する外部環境と当社推進について

2016年度

気候変動が事業活動に及ぼす影響について

実施概要

アドバイザリーボードメンバー（役職は当時）
菅沼 健⼀⽒ 外務省 特命全権⼤使（気候変動交渉担当）
⽔⼝ 剛⽒ ⾼崎経済⼤学 経済学部教授
冨⽥ 秀実⽒ ロイドレジスタージャパン株式会社 取締役

伊藤忠商事メンバー（役職は当時）
⼩林 ⽂彦 代表取締役 専務執⾏役員 CAO・CIO
⼩倉 克彦 ⾦属経営企画部⻑
中尾 功 エネルギー・化学品経営企画部⻑
今井 巧 機械経営企画部⻑代⾏
⽥部 義仁 サステナビリティ推進室⻑（司会）

アドバイザリーボードメンバー（役職は当時）
河⼝ 真理⼦⽒ 株式会社⼤和総研 主席研究員
下⽥屋 毅⽒ Sustainavision Ltd. 代表取締役
冨⽥ 秀実⽒ ロイドレジスタージャパン株式会社 取締役

アドバイザリーボードメンバー（役職は当時）
⼩⻄ 雅⼦⽒ WWFジャパン⾃然保護室 室次⻑ 
       兼 気候変動・エネルギー プロジェクトリーダー
河⼝ 真理⼦⽒ 株式会社⼤和総研 主席研究員
藤井 良広⽒ 上智⼤学地球環境学研究科客員教授
       ⼀般社団法⼈環境⾦融研究機構代表理事
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伊藤忠商事は、サステナビリティ活動の推進にあたり、グループ社員に⼀層の理解を促し、最新の世界動向に則した社会課題の解
決を事業において推進するために、社内啓発活動を⾏っています。

取組み：サステナビリティの社内浸透

毎⽉発⾏する社内報「ITOCHU Monthly」（⽇・英・中の3か国語で発⾏）にて、サステナビリティに
関する情報・⽤語集・取組みを紹介しています。更に年1回サステナビリティを特集し、より深い浸透
を促しています。

伊藤忠マンスリーでの啓発活動

サステナビリティの社内浸透と意識調査を⽬的としたオンラインでの「サステナビリティテスト」と「社員アンケート」を全世界
の伊藤忠商事の役員・全社員を対象に毎年実施しています。

年度 テーマ 受講率

2018年 ESG〜気候変動対策、ビジネスと⼈権 99.9％

2017年 伊藤忠、その先へ〜ESG投資〜 99.5％

2016年 新商社時代のCSR 99.8％

サステナビリティテストと社員アンケート

さまざまなサステナビリティ課題に関して社外の⽅の⾒識や意⾒を取り⼊れるため、社内向けのサステナビリティセミナーを
2007年から継続的に開催しています。

サステナビリティセミナー

パネルディスカッションの様⼦

12⽉13⽇、認定NPO法⼈国際協⼒NGOセンター（JANIC）事務局⻑ 若林秀樹
⽒、ロイドレジスタージャパン株式会社 取締役 冨⽥秀実⽒をお招きし、サステ
ナビリティセミナー「ビジネスと⼈権」を開催しました。第⼀部にて若林⽒に11
⽉末にジュネーブで⾏われた「国連ビジネスと⼈権フォーラム」におけるディス
カッションなどを盛り込んだ基調講演をしていただき、第⼆部では、若林⽒と冨
⽥⽒に「世界でビジネスを⾏う商社としてどういった⼈権課題対応をするべき
か」といったビジネスの現場で直⾯する課題に関する質問を基に活発なパネルデ
ィスカッションが⾏われました。本セミナーの開催により、改めて個々の事業の
中で、当社の果たすべき責任とは何か考える良い機会となりました。

2018年度 ビジネスと⼈権（サプライチェーン上）

2017年度 ビジネスとヒューマンライツ（⼈権）（開発）

2016年度 持続的社会形成のために企業として/消費者としてできること

2015年度 地球温暖化“異次元“対策へ、世界の動きとイノベーション

2014年度 世界の課題解決の視点をビジネスに

直近のセミナー

26



取組み：国連グローバル・コンパクト

伊藤忠商事は、2009年4⽉、国際社会において持続可能な成⻑を実現するための世界的な取組みである
国連グローバル・コンパクトに参加しました。グローバル・コンパクトが掲げる「⼈権」「労働」「環
境」「腐敗防⽌」からなる10原則に則り、当社の企業理念である「豊かさを担う責任」を果たしていき
ます。

国連グローバル・コンパクトへの参加

⼈権

労働

環境

腐敗防⽌

国連グローバル・コンパクト10原則

原則1 ⼈権擁護の⽀持と尊重
原則2 ⼈権侵害への⾮加担

原則3 結社の⾃由と団体交渉権の承認
原則4 強制労働の排除
原則5 児童労働の実効的な廃⽌
原則6 雇⽤と職業の差別撤廃

原則7 環境問題の予防的アプローチ
原則8 環境に対する責任のイニシアティブ
原則9 環境にやさしい技術の開発と普及

原則10 強要や賄賂を含むあらゆる形態の腐敗防⽌の取組み

伊藤忠商事は、国連グローバル・コンパクトの⽇本のローカル・ネットワークである「グローバル・コンパクト・ネットワーク・
ジャパン」（GCNJ）の理事会員企業であり、また社員の出向協⼒も⾏うなど積極的に活動に参画しています。
GCNJでは、他社の実践や学識経験者から学び、サステナビリティの考え⽅や取組みについての議論・情報交換を⾏うテーマ別の
分科会活動を⾏っています。2018年度、当社は以下の各分科会に参加しました。

その他の参考

サステナビリティ推進にあたっては、国連グローバル・コンパクトの10原則や、2015年9⽉に国連で採択された「持続可能な開発
⽬標」（SDGs）を始めとする、以下のような国際ガイドラインや原則等を参照しています。

グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパンでの活動

⼈権教育分科会
ESG分科会
環境経営分科会

国連グローバル・コンパクト（参加）
GRIガイドライン
国連世界⼈権宣⾔
IIRC（国際統合報告フレームワーク）
国連ビジネスと⼈権に関する指導原則
⽇本経団連︓企業⾏動憲章
SDGs（持続可能な開発⽬標）※

⽇本貿易会「商社環境⾏動基準」「サプライチェーンCSR⾏動指針」
先住⺠の権利に関する国際連合宣⾔
CDP
国連法執⾏官による⼒と銃器の使⽤に関する基本原則
OECD多国籍企業ガイドライン
ISO26000

SDGs（持続可能な開発⽬標）︓ 2015年に終了したミレニアム開発⽬標（MDGs）に続く、2030年までの持続可能な開発⽬
標。貧困や飢餓、エネルギー、気候変動、平和的社会等、以下17の⽬標が定められています。

※
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伊藤忠グループのステークホルダー

伊藤忠グループは、世界規模で展開する多様な事業活動において、当社を取り巻くさまざまなステークホルダーとの対話を重視し
ています。下記のような対話⽅法を実施することで、当グループの活動情報を提供し、またステークホルダーから当社に対する期
待や懸念について認識しています。今後とも、課題対応策を事業活動へ反映しながらサステナビリティを推進することで、企業活
動の向上を⽬指しています。

ステークホルダー 主要な対話⽅法

サプライヤー・顧客・消費者

統合/ESGレポート・公式ウェブサイトを通じた情報提供
サプライチェーン・サステナビリティ⾏動指針の通達
品質管理やサプライヤー・サステナビリティ調査
代表お問い合わせ窓⼝

株主・投資家・⾦融機関

株主総会
IR説明会
統合/ESGレポート・公式ウェブサイトを通じた情報提供
ESG投資家からの調査・格付け対応
Debt IR

政府機関・業界団体
政府・各省庁関連委員会、協議会等への参加
財界・業界団体を通じた活動（⽇本経済団体連合会、⽇本貿易会等）

地域社会・NGO・NPO

社会貢献活動・ボランティア活動
ステークホルダー・ダイアログ
事業案件周辺の地域住⺠との対話
NGO・NPOとの定期的なコミュニケーション

社員

社内イントラネット・社内報を通じた情報提供
各種研修・セミナーを通じたコミュニケーション
キャリアカウンセリングの実施
24時間対応の社員相談窓⼝の設置
社員向け意識調査の実施
労使協議会（経営協議会、決算協議会など）の実施
カンパニー毎の社員総会の実施

方針・基本的な考え方

上図の他にも、伊藤忠グループにとって重要なステークホルダーは数多く存在しています。※
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（単位︓百万円）

貿易団体 77 社会貢献活動（うち寄付⾦） 169（163）

経済団体 95

政治団体 29

その他業界団体 158

（参考データ：2018年度）業界団体等及び社会貢献活動への支出額
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